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令和６年11月６日付け貴守保給第277号にて諮問がありました標記の件について、慎

重に審議した結果、下記のとおり意見を集約しましたので答申します。 

 

 

記 

 

 

本委員会は、令和６年11月６日に諮問を受けた「守口市立中学校等給食実施方針」に

ついて、守口市におけるそれまでの検討内容を前提として踏まえつつ、延べ４回にわた

り各委員からの意見をもとに活発かつ慎重な審議を重ねてきた。 

本方針は、成長期にある生徒の必要な栄養摂取に資することはもとより、中学校学習

指導要領等に基づく食育の一層の推進とともに、子育て世帯の負担軽減や守口市の教育

水準の確保といった観点からの時代に即した環境整備の必要性に鑑み、「全員喫食制」

による中学校等給食の実施をめざし、新たに策定するものであり、別添の「守口市立中

学校等給食実施方針（案）」を本委員会の総意として取りまとめ、提言するところであ

る。 

 なお、本方針の実施にあたっては、基本方針に掲げる[安全・安心な給食]、[栄養バ

ランスの取れた魅力的な給食]、[「生きた教材」としての給食]、及び[持続可能な給食]

の実現に向け、本委員会における各委員からの意見等を十分に尊重されるよう期待する。 



 

 

 

 

守口市立中学校等給食実施方針（案） 
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はじめに 

 

近年、偏った栄養摂取、朝食欠食など食生活の乱れや肥満・痩身傾向など、子どもたちの健康を取

り巻く問題が深刻化しています。また、食を通じて地域等を理解することや、食文化の継承を図る

こと、自然の恵みや勤労の大切さなどを理解することは、子どもたちが豊かな人間性を育み、生き

る力を身につけていくために大きな役割を果たします。このことから、食に関する正しい知識と食

習慣を身につける「食育」の推進が重要です。 

国においては、平成 17年に国民の食育推進に関する取組を総合的かつ計画的に推進するため「食

育基本法」が施行されたことをはじめとして、食育推進に向けた各種の取組みが実施されています。 

学校給食においても、給食を「生きた教材」として活用することで、食育を効果的に推進すること

として、「食育の推進」が「小学校学習指導要領」及び「中学校学習指導要領」に明確に位置付けら

れるなど一層の推進を図ることとしています。 

一方で、大阪府内においても、中学校給食の提供について、「選択制」から「全員喫食制」に見直

す自治体が増加しており、令和５年度の調査によれば、大阪府内のほぼ全ての自治体が「全員喫食

制」の実施または移行を決定しているなど、中学校給食を取り巻く社会情勢が大きく変化していま

す。 

そのような状況の中、令和６年２月に策定された「守口市行政経営プラン」では、「全員喫食方式

の中学校給食の実施と給食費無償化に向け、取組を進める」こととしており、これまで教育委員会

としての検討及び市長部局との協議を進めてきました。 

以上のことから、今般、教育委員会として、本市における「全員喫食制」による中学校等給食の実

施をめざし、新たに「守口市立中学校等給食実施方針」を策定するものです。 
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１．本市の現状と課題 

１－１．中学校等給食の現状 

本市の中学校では、平成 25年度に民間調理場を活用した「デリバリー方式」による「選択制（食

缶形式）」の中学校給食を開始し、平成 28 年度以降は、市内の全中学校等において（義務教育学校

さつき学園後期課程においては、施設の性質を鑑み、「自校方式」により実施。）、給食を実施するこ

とにより、これまで成長期の中学生等に安全・安心で栄養バランスのとれた食事の提供と、望まし

い食習慣の習得に努めてきました。 

 

（１）現在の中学校等給食実施にあたっての経緯 

 わが国における学校給食は、昭和 29年 6月に学校給食法が公布・施行されたことなどにより、

法的な実施体制が整い、昭和 31年 3月には同法の一部が改正され、中学校にも適用されることと

なりました。 

 そのような中で、本市における学校給食は、小学校における給食が昭和 26年に開始されたこと

をはじめとして、中学校においては、食育の観点から、家庭からの弁当持参とともに、下表のと

おり、昭和 53年９月から順次食堂を設置し、昼食を提供してきました。 

 しかし、社会情勢の変化等により、平成 23年度には、中学校における食堂運営校が４校となっ

たことなどにより、中学校給食のあり方を検討し、平成 26年１月から順次中学校給食を実施して

きました。 

 

 

時  期 内  容 

昭和 53年９月 

～昭和 54年３月 

全中学校に順次食堂を設置。 

平成 23年度 食堂営業校が４校のみとなる。（他５校では弁当及びパン販売） 

[大阪府において、「中学校給食導入促進事業」補助制度創設。] 

平成 23年 11月 

～平成 24年３月 

「守口市立中学校給食懇話会」を開催。 

[PTA、校長、教諭の代表者等で構成。全３回開催。] 

平成 24年５月 

～平成 24年８月 

「守口市立中学校給食導入検討委員会」を開催。 

[教育委員会事務局及び市長部局の職員で構成。（参考人：学識経験者・

校長の代表者）全４回開催。] 

平成 24年９月 「守口市中学校給食実施方針」を策定。 

[「デリバリー方式」の「選択制」と決定。] 

平成 26年１月 

～平成 28年４月 

中学校等における給食開始。 

[梶(H25)、第一、庭窪、八雲、大久保、錦(H26)、樟風(H27)、さつき(H28)] 

(表) 本市における現在の中学校等給食実施にあたっての経緯の一覧 
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（２）社会情勢の変化等 

①学校給食による栄養摂取の必要性 

 成長期にある児童生徒にとって、健全な食生活は、健康な心身を育むために欠かせないも

のです。しかし、近年、食生活を取り巻く社会環境の変化などに伴い、偏った栄養摂取や不

規則な食事など、児童生徒の食生活における課題が顕在化しています。 

 文部科学省では、令和２年１月 21日付け「日本人の食事摂取基準(2015年度版)」（厚生

労働省）が告示されたことを踏まえ、同年４月 24日に「学校給食における児童生徒の食事

摂取基準策定に関する調査研究協力者会議」（以下「協力者会議」という。）が設置されまし

た。また、同年 12月には、協力者会議における学校給食摂取基準の策定の検討についての

報告が取りまとめられ、令和３年４月１日付けで「学校給食摂取基準」を改正する「学校給

食実施基準」の一部改正が施行されました。 

 協力者会議の検討においては、平成 26年に実施された食事状況調査の新たな解析を実施

しており、学校給食の有無による栄養摂取状況の違いとして、「給食なし」の日は成長期に

不足しがちな栄養素が摂取できていない割合が高く、学校給食が児童生徒の栄養改善に寄与

していることが指摘されています。 

 

 

 

 

  

(参考) 文部科学省「学校給食摂取基準の策定の検討について（報告）」(令和２年 12月)を基に作成 
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②食育基本法の制定等 

 近年における国民の食生活をめぐる環境の変化に伴い、国民が生涯にわたって健全な心身を

培い、豊かな人間性をはぐくむための食育を推進することが緊要な課題となっていることに鑑

み、食育に関し、基本理念を定め、国、地方公共団体等の責務を明らかにするとともに、食育

に関する施策の基本となる事項を定めることにより、食育に関する施策を総合的かつ計画的に

推進し、もって現在及び将来にわたる健康で文化的な国民の生活と豊かで活力ある社会の実現

に寄与することを目的として、平成 17年７月 15日に「食育基本法」が施行されました。 

 平成 18 年３月には、同法第 16 条第 1 項に基づき、「食育推進基本計画」が制定され、子ど

もたちが食に関する正しい知識と望ましい食習慣を身に付けることができるよう、学校におい

ても積極的に取り組んでいくことが重要であるという認識のもと、平成 20年に告示された小・

中学校学習指導要領（以下「指導要領」という。）では、総則に「学校における食育の推進」が

初めて位置付けられました。また、平成 29年に告示された指導要領には、「学校における食育

の推進」がこれまで以上に明確に位置づけられるとともに、「給食の時間」は、小・中ともに特

別活動の学級活動の一環として、食育の観点を踏まえた学校給食と望ましい食習慣の形成を図

ることとされています。 

  

（参考） 

【食育基本法】(平成 17年法律第 63号)[抜粋] 

（食育推進基本計画） 

第十六条 食育推進会議は、食育の推進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るた

め、食育推進基本計画を作成するものとする。 

 

【中学校学習指導要領】（平成 29年３月告示）[抜粋] 

第５章 特別活動 

第２ 各活動・学校行事の目標及び内容 

２ 内容 

（２）日常の生活や学習への適応と自己の成長及び健康安全 

オ 食育の観点を踏まえた学校給食と望ましい食習慣の形成 

 給食に時間を中心としながら、成長や健康管理を意識するなど、望ましい食習慣の形

成を図るとともに、食事を通して人間関係をよりよくすること。 
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③大阪府内における中学校給食の実施状況 

 大阪府内では、令和元年７月に大阪市が「デリバリー方式」による「選択制」の中学校給食

を、「自校方式・親子方式」による「全員喫食制」に移行したことをはじめとして、以降、提供

方法を「選択制」から「全員喫食制」に見直す自治体が相次いでいます。 

大阪府が令和５年５月に実施した「大阪府学校給食実施状況調査」によれば、令和６年度以

降には、大阪府内の 43自治体のうち、40自治体が「全員喫食制」を実施又は移行予定となっ

ており、中学校給食を取り巻く社会情勢は大きく変化しています。 

 

 

 

 

  

形態 喫食 団体数 団体数 変更の有無等備考

全員 7 8 箕面、門真など。泉大津(R7～全員・デリバリー→）

選択 1 0

全員 12 18
四條畷、交野など。枚方・河内長野(R8～選択→),阪南(R7～
全員・デリバリー→),堺・茨木(R7～選択・デリバリー→),
吹田(R8～選択・デリバリー→)

選択 2 0

親子（自校との併用含む） 全員 4 5 大阪市、高槻市など。豊能町(R6～全員・デリバリー→)

親子・センター併用 全員 0 1 寝屋川(R7～親子・デリバリー→)

親子・デリバリー併用 全員 1 0

全員 10 8 豊中、大東など。羽曳野(R7～選択→)

選択 6 0

- 3
富田林(選択・自校→）、摂津・守口（選択・デリバリー
→）

43 43

令和5年度実施状況 令和6年度以降

検討中

自校

センター

デリバリー

(参考) 令和５年５月「大阪府学校給食実施状況調査」の結果を基に作成 
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④本市における社会情勢の変化 

 令和２年度国勢調査によれば、夫婦のいる一般世帯について、夫婦の労働力状態をみると、

いわゆる共働き世帯（「夫婦ともに就業」）が全国平均で 51.6%と最も高くなっており、増加

傾向が続いています。また、大阪府でも、全国平均を下回るものの、平成 27 年度調査から、

5.5ポイント上昇し、47.8%と最も高くなっています。 

一方で、本市の共働き世帯の割合は、令和２年度国勢調査では、全国を下回るものの、大

阪府平均を上回り、48.9%となっており、平成 27 年度調査からは、全国・大阪府平均を上回

る 6.3ポイントの上昇となっています。特に、本市における最年少の子どもが６歳から 14歳

の世帯における共働き世帯の割合は 61.6%となっており、全国を下回るものの、大阪府平均

を上回る水準で、10年前の平成 22年度調査からみると、8.7ポイントもの上昇となっていま

す。 

 

 

 

平成 27年度 令和２年度 

共働き世帯の割合 

(%) 

共働き世帯の割合

(%) 

最年少の子どもが 6 歳から 14 歳である世帯

のうち共働き世帯の割合(%) 

全国 47.6 51.6 69.1 

大阪府 42.3 47.8 58.9 

守口市 42.6 48.9 61.6 

 

また、本市の女性の年齢別労働力の推移をみると、いわゆる「M字カーブ」が台形に近づい

ており、女性の継続的な就業割合も増加しています。 

 

 

 (参考)国勢調査 就業状況等基本集計結果を基に作成 

(表) 国勢調査における共働き世帯の割合等一覧 
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（３）本市の中学校等給食の実施状況 

①提供方法 

 本市における中学校等給食については、「選択制」となっており、施設一体型の義務教育学

校であるさつき学園においては、その特性等を踏まえ、「自校方式」により実施し、それ以外

の中学校においては、平成 24年度に策定した「守口市中学校給食実施方針」に基づき、「デリ

バリー方式」により実施しています。また、調理業務については、いずれの方式においても民

間調理事業者に業務委託しています。 

 「自校方式」のさつき学園後期課程について、献立は、本市が決定した小学校の献立に対し、

1品程度追加する内容を教育委員会の栄養士及び栄養教諭が協議のうえで決定しています。食

材は、決定した献立に必要となる物資を保護者から徴収した給食費を原資として、本市が調達

し、各学校へ配送しており、各学校では委託業者による検品・調理が行われます。また、喫食

は、ランチルームにおいて行い、配膳・提供等は委託業者が行います。 

 「デリバリー方式」のその他の中学校について、献立は、本市が決定した小学校の献立に対

して、委託業者が文部科学省「学校給食実施基準」に基づき、栄養価を中学生に合わせて増量

したり、献立を変更・追加したりするなどの調整を行い、その献立を教育委員会の栄養士が確

認のうえで決定しています。食材は、決定した献立に必要な物資を本市の基準に即して、委託

業者が調達し、委託業者の調理場において調理された給食が、各学校へ配送されています。食

材費については、保護者から徴収した給食費を原資として、本市が委託業者の請求に基づき、

支払っています。また、喫食は、「自校方式」と同様にランチルームにおいて行い、委託業者

は、配送した給食の再加熱・配膳・提供等も行います。 

 

 

 

(参考) 「デリバリー方式」における給食提供の流れ 
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②喫食率の状況 

 現在の本市における「選択制」の中学校等給食の喫食率については、さつき学園後期課程を

含む全校での実施となった平成 28 年度の 14.4%以降、コロナ禍の影響により一時は減少しま

したが、令和５年度には 20.2%となり、増加傾向にあります。 

 

 

 
 

 喫食率を学年別でみると、各年度において学年や進級特有の大きな傾向はみられません。 

 

 

 

 喫食率を学校別でみると、施設一体型の義務教育学校であるさつき学園の喫食率が突出し

て高くなっています。要因としては、前期課程からの「自校方式」の給食を経験しており、

後期課程で給食は選択制となりますが、多くの生徒が前期課程の延長として学校給食を利用

していることや、さつき学園のランチルームについては、後期課程の生徒全員が利用できる

広さとなっているため、友達と一緒に食べられることなどにより、喫食率が高くなっている

ものと考えられます。 

 その他の学校では、八雲、第一、樟風中学校が比較的に高い喫食率となっています。 

 

 

 

  

項目 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

全校平均 14.4% 17.5% 18.1% 21.5% 19.6% 18.9% 18.7% 20.2%

項目 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

１年生 15.3% 18.5% 17.4% 21.9% 18.9% 19.9% 17.7% 21.0%

2年生 17.1% 16.8% 21.3% 20.0% 20.5% 17.7% 20.6% 18.7%

3年生 10.8% 17.4% 15.6% 22.4% 19.5% 19.0% 17.8% 20.8%

項目 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

第一 11.3% 19.6% 20.6% 26.7% 27.2% 23.3% 20.2% 19.5%

庭窪 5.7% 6.7% 7.0% 7.5% 7.1% 8.0% 9.7% 10.5%

八雲 13.1% 13.3% 14.3% 16.1% 17.4% 16.8% 18.4% 22.0%

梶 11.9% 14.3% 20.7% 19.5% 14.6% 9.3% 8.4% 11.6%

大久保 11.4% 14.2% 12.3% 15.0% 13.4% 12.7% 13.0% 14.0%

錦 9.7% 13.1% 16.0% 23.6% 17.0% 14.7% 11.9% 10.7%

樟風 27.6% 29.2% 19.6% 19.5% 15.5% 17.0% 16.9% 18.7%

さつき 40.1% 49.1% 60.5% 73.6% 72.5% 73.8% 79.5% 82.2%

(表)本市立中学校等における喫食率の推移 

 

(表)本市立中学校等における学年別喫食率の推移 

 

(表)本市立中学校等における学校別喫食率の推移 
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③中学校等給食に関するアンケート調査結果 

現在の中学校等給食及び「全員喫食制」移行への意識等の実態を把握し、中学校等給食の

実施方針の検討に向けた参考とするため、生徒・保護者に対してアンケート調査を実施しま

した。詳細は、参考資料のとおりです。 

 生徒の結果では、給食を利用する理由は、「家の人から食べるように言われているから」が

最も多く、次いで「おいしいから」が多くなっています。一方、給食を利用しない理由は、

「家の人が弁当を作るから」が最も多く、次いで「家の弁当が好きだから」が多くなってい

ます。また、全員喫食制の学校給食の懸念点としては、「おいしいか」が最も多く、次いで、

「友達と一緒に食べられるか」が多くなっています。 

 保護者の結果では、給食を利用する理由は、「家で弁当を用意する必要がないから」が最も

多く、次いで「色々な献立や食材が食べられるから」、「栄養バランスがよいから」が多くな

っています。一方、給食を利用しない理由は、「子どもが希望しないから」が最も多く、次い

で「事前予約が面倒だから」が多くなっています。また、全員喫食制の学校給食の懸念点と

しては、「おいしいか」が最も多く、次いで、「安全な食材を使い、衛生面に配慮されている

か」、「温かいものは温かく、冷たいものは冷たくして食べられるか」が多くなっています。

保護者が給食を通して学んでほしいことは、「バランスよく栄養を摂取することの大切さ」が

最も多く、次いで「共食による望ましい食習慣の習得や友人等とのコミュニケーション」が

多くなっています。 
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１－２．本市の中学校等給食の課題 

（１）成長期の生徒に必要な栄養の摂取 

 「選択制」による給食は、生徒の食を選択する力を育成し、自主性を涵養する利点がある一方で、

給食を選択しない場合には、成長期にある中学生の栄養を十分に確保することが難しい生徒がいる

ことが課題であり、全ての生徒が栄養バランスの取れた給食により、成長に必要な栄養を確保する

ことで、午後からの授業に集中して望める環境を整備する必要があります。 

 

（２）食育の推進 

 「選択制」の学校給食は、それぞれの生徒が異なる昼食を食べていることにより、現在、学習指導

要領等に基づき求められている食育の推進に際して、給食を「生きた教材」として活用することが

困難であることが課題です。また、給食の時間を通じて、コミュニケーションを図ることにより、人

間関係をよりよくすることが求められる中で、「選択制」による施設規模の制限等に起因して、ラン

チルームを利用する生徒と利用しない生徒に分かれてしまっていることも課題です。 

 

（３）時代に即した環境の整備 

 今後の一層の少子化が見込まれる中で、子育て世帯の負担軽減は、本市を含む日本の社会全体の

喫緊の課題です。大阪府における中学校給食の実施状況等を踏まえ、本市の教育水準の他都市との

バランスを保つ観点からも、「全員喫食制」への移行を含む中学校等給食のあり方の見直しの必要性

が高まっています。 
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２．今後の中学校等給食の基本的な方向性 

２－１．基本方針 

 本市の現状と課題を踏まえ、今後の中学校等給食を、現在の「選択制」から「全員喫食制」に移行

することとして、以下のとおりその基本方針及び取組方針を定めます。 

 

 

 

 

 

  

(参考) 基本方針及び取組方針の位置づけ 
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（１）基本方針１：安全・安心な給食 

①【取組方針】衛生管理・体制 

 安全・安心な学校給食を提供するため、食品衛生法、「大量調理施設衛生管理マニュアル（厚

生労働省）」、「学校給食衛生管理基準（文部科学省）」及びその他関係法令等に準拠し策定した

「守口市立中学校給食衛生管理基準」（以下「管理基準」という。）に基づいた適切な衛生管理

環境や体制を構築します。 

 また、調理業務の業務委託を前提として、適切な民間事業者を選定することはもとより、そ

の業務実施に際しても、管理基準を遵守し、民間事業者の給食調理場では、※HACCPに沿った

衛生管理が実施されるよう適宜検査を行うなどの徹底に努めます。 

 

②【取組方針】食物アレルギーへの対応 

 食物アレルギーを有する生徒にも、学校給食を提供できるよう、保護者の協力を得つつ、可

能な限りのアレルギー除去食の提供に努めます。 

また、「二者択一」（原因食物を提供するかしないか）の大原則をはじめとする「学校給食に

おける食物アレルギー対応指針（文部科学省）」に基づき、本市における食物アレルギー対応

マニュアルを適宜見直しつつ、成長過程に応じた適切な対応に努めます。 

  

（参考） 

※HACCP 

（Hazard Analysis and Critical Control Point） 

食品等事業者らが食中毒菌汚染や異物混入

等の危険要因（ハザード）を把握した上で、

原材料の入荷から製品の出荷に至る全工程の

中で、それらの危険要因を除去又は低減させ

るために特に重要な工程を管理し、製品の安

全性を確保しようとする衛生管理の手法で

す。 

この手法は、国連の国連食糧農業機関

（FAO）と世界保健機関（WHO）の合同機関で

ある食品規格（コーデックス）委員会から発

表され、各国にその採用を推奨している国際

的に認められたものです。 

 

 

 

厚生労働省ホームページから 
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（２）基本方針２：栄養バランスの取れた魅力的な給食 

①【取組方針】食材の選定 

 食材については、「守口市立中学校給食献立作成大要」に基づき、国内産を基本として使用

します。また、献立は手作りを基本とするため、和風だしは削り節・昆布からとるなど可能な

限り既製品を食材とすることがないよう努めます。 

 

②【取組方針】献立の作成 

生徒の心身の成長が著しい時期に、おいしく、必要な栄養素及びエネルギーを適正にバラン

ス良く摂取できるよう、栄養教諭が献立作成に一層の関わりを持つなど、プロセス・体制づく

りに努めます。 

また、生徒が楽しく食事をすることの重要性を感じられるよう市内大学との連携による「※

コラボ給食」の実施をはじめとする様々な取組みを展開し、魅力的な献立となるよう努めます。 

  

（参考） 

※「コラボ給食」 

 本市と包括連携協定を締結している大阪国際大学短期大学部との連携により、中学校給

食の魅力向上等を目的として、学生が、自由な発想で考案したレシピを、本市教育委員会

の栄養士及び給食調理事業者と共に開発し、「コラボ給食」として提供するものです。 

 この取組みは、平成 29年度から開始しており、「コラボ給食」の提供時には、「献立だよ

り」で PRするとともに、レシピを考案した学生が中学生とともに給食を喫食しつつ、献立

についての説明や、感想等について話し合うなど、本市の中学校給食の魅力向上の取組み

の一環となっています。 

 

 

  

大阪国際大学短期大学部ホームページから 
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（３）基本方針３：「生きた教材」としての給食 

①【取組方針】食育の推進 

 生徒が自分の食生活を見直し、自ら改善して、生涯にわたって望ましい食習慣が形成され、

食事を通してよりよい人間関係や社交性が育まれるよう、学校給食を「生きた教材」とし、学

校の教育計画等と関連付けながら食に関する指導の全体計画を作成します。その中では、給食

の時間を中心に、各教科等における食に関する指導を相互に関連付け、総合的かつ効果的な指

導が行われるよう努めます。 

 また、学校給食を通して、行事や季節、多様な文化に触れることのできる食体験を提供でき

るような献立の実現にも努めます。 

 

②【取組方針】地産地消の促進 

 学校給食に国内産の食材を使用することはもとより、守口市産や大阪府産といった地場産物

を使用し、食に関する指導の「生きた教材」として活用することは、地域の自然、文化、産業

等に関する理解を深めるとともに、生産者の努力や食に関する感謝の念を育む上で重要です。

地域の関係者の協力の下、学校給食に地場産品を使用する機会を設けるとともに、併せて生産

者との連携による地場産品に係る食に関する指導の取組みを増やし、生徒が持続可能な食生活

を実践することにもつながるよう努めます。 

  

（参考） 

小学校における地場産品を使用した給食と食に関する指導の事例 

[「※守口都市農業研究会」との連携] 

 

※「守口都市農業研究会」 

 生産性の高い農業をめざして、畑作を中心とした調査、研究活動に積極的に取組み、

都市農業の確立を目指している市内農家の任意団体。 

 

守口市産の野菜（玉ねぎ）を使用した給食とその生産者を交えた試食会 

 

豚肉の生姜焼き・みそ汁に使用 試食会の喫食前の生産者からの講話の様子 
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（４）基本方針４：持続可能な給食 

①【取組方針】提供方式 

 給食の提供には、一般的に下表の４つの方式があります。各方式には、施設整備やそれに伴

う用地確保の要否、食中毒等の事故防止も含めた衛生管理のリスク、食物アレルギー対応の手

法、適温提供及び食育のし易さなどといった観点から、それぞれ特徴はあるものの、いずれの

方式も本市を含む多くの自治体での導入実績があるものです。 

従って、本市の現状等を踏まえ、今後の「全員喫食制」の導入に際して、４つの方式につい

ての導入可能性を検証した結果、「デリバリー方式」により給食を提供することとします。（た

だし、施設一体型義務教育学校の後期課程においては、その特性等を踏まえ、「自校方式」と

します。） 

なお、「デリバリー方式」の導入にあたっては、民間事業者毎に対応可能な業務の実施手法

等に差異があります。「安全・安心でおいしい給食」を提供する観点から、以下の点に留意し

つつ、事業者の実績や能力、本市にとってより良い給食の提供に資する提案及びその実施に伴

う費用などを総合的に評価する「プロポーザル方式」によることなども念頭に置き、適切な事

業者の選定に努めます。 

・提供形式 

 「全員喫食制」の導入に伴い、教室での喫食を前提とすることになり、給食を食缶に入

れて教室で生徒が配膳する「食缶形式」の場合には、基本的に再加熱対応ができない。（各

生徒にランチボックスを教室で配布する「ランチボックス形式」の場合には、ランチボッ

クスの再加熱対応が可能。） 

・調理体制の確保 

 事業者毎に提供可能な食数に差異がある。（２者以上での運用も視野に検討。） 

・アレルギー対応 

 アレルギー専用調理室での調理、盛付（配缶）が対応できる事業者がいる一方で、対象

アレルゲンが非常に限定される事業者もいるなどの差異がある。 

・保温提供 

 汁物は、「食缶形式」での保温カートや高性能保温食缶による配送であれば、対応可能。 

・効率的な配膳・喫食 

 中学生の昼食・昼休み時間(約 45分)を考慮して、効率的な運用となるよう配慮が必要。 

 
項 目 自校方式 親子方式 センター方式 デリバリー方式 

概  要 

学校内の給食調理場で

調理した給食を、自校

の生徒が喫食する方式 

近隣の学校（親校）の給

食調理場で調理した給食

を、他校（子校）へ配送

する方式 

市立給食センターで調理

した給食を、各校に配送

する方式 

民間事業者の調理施設

で調理した給食を、各校

に配送する方式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(表)給食の提供方式 
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（義務教育学校以外の中学校における提供方式の検証） 

 ⅰ)想定食数 

 検証の前提となる各校の想定食数は、下表のとおりで、それぞれ 400～800食/日、全体で

は 3,500食/日として検証します。 

 

 

 

 ⅱ)導入可能性 

  〇自校方式 

 現在の給食室(配膳室+ランチルーム)を改修して調理室とすることは、下表のとおり、想定

食数に対して必要な面積が現給食室面積を上回るためできません。 

 

 

 次に敷地内の余剰スペースでの改築・増築について、下記の３ステップで検証しました

が、いずれの学校においても施工性等から不可となり、現状を踏まえると、自校方式の導入

はできません。なお、庭窪中学校では改築する場合に、余剰スペースの受水槽の移設や想定

される校舎との近接状況、及び施工中の建設機械・食材の搬入等の運用面から施工性が不可

と判断し、大久保中学校でも改築する場合に、校舎と極めて近接することから施工性が不可

と判断しました。 

(表)対象校における想定食数 

 

※[A]生徒数は、住民基本台帳人口に基づく令和 18年度までの見込みの最大値。 

※[B]想定食数は、[A]に教職員数等を加味するため、1.1を乗じて 100食未満を切上げて算出。 

 

(表)対象校における自校方式調理必要面積 
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〇親子方式 

 対象校のうち、「自校方式」により調理可能な中学校がないことから、その他の学校に給食

を提供する「親校」となれる学校もないため、親子方式の導入はできません。 

 なお、小学校を「親校」とする場合も、現状の各校の調理室の面積や施設の状況等を勘案

すると、現状では親子方式の導入はできません。 

 

〇センター方式 

 3,500食/日の機能を有するセンター設置に要する敷地面積の目安は、下記のとおり約

6,000㎡(用途地域：準工業地域以上)ですが、現状では本市域内において適地を確保できる

見込みがないため、センター方式の導入はできません。 

 

 

 

〇デリバリー方式 

 調理については、民間事業者の調理場にて実施するため、本市による調理場の整備は不要で

す。また、「全員喫食制」の導入に際して、再加熱や配膳を行う場合には施設の改修が必要と

なりますが、加熱調理機具の増設などの小規模なものに留まるため、下表の各校の給食室の規

模を勘案すれば、デリバリー方式の導入は可能です。 

 

  

(参考)改訂 学校給食施設計画の手引き（令和 4年 9 月 美味しい学校給食施設研究委員会） 

  「給食センターの提供食数と敷地面積の目安」を基に作成 

(表)対象校における給食室の面積 
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②【取組方針】給食費 

給食費は、学校給食法に基づき保護者負担とします。また、昨今の急激な物価高騰に伴う対

応は避けられないものの、可能な限り安価で、適正な料金水準の維持に努めます。 

一方で、中学校等における給食費の無償化の実施については、多大な支出を伴うことから、

国における議論等を注視しつつ、現在の財政状況も踏まえ、慎重な検討が必要です。 

また、給食費の徴収にあたっては、保護者の利便性の向上の観点から、分かりやすく、支払

いやすいものとするとともに、教員の「働き方改革」の観点等からも、「※公会計化」を導入す

ることなども視野に、学校現場と連携しつつ、効率的・効果的な徴収・管理業務となるような

手法を検討します。 

 

 

 

  

（参考） 

【学校給食法】（昭和 29年法律第 160号)[抜粋] 

（経費の負担） 

第十一条 学校給食の実施に必要な施設及び設備に要する経費並びに学校給食の運営に要

する経費のうち政令で定めるものは、義務教育諸学校の設置者の負担とする。 

２ 前項に規定する経費以外の学校給食に要する経費（以下「学校給食費」という。）は、

学校給食を受ける児童又は生徒の学校教育法第十六条に規定する保護者の負担とする。 

 

※「公会計化」 

学校給食費を地方公共団体の会計に組み入れる「公会計制度」を採用することです。 

「公会計化」により、以下のような効果が見込まれます。 

〇保護者の利便性の向上 

口座振替の取扱い金融機関が限定されないことや、納付書による指定金融機関窓口で

の支払いなどの納付方法の多様化 

〇徴収・管理業務の効率化 

市役所会計事務との一貫したシステム管理 

〇透明性の向上 

経理面、監督体制等の充実 

〇教員の業務負担の軽減 

督促業務の軽減による学校教育の質の向上 
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３．今後の予定 

 本方針策定時点の今後の実施スケジュールは、以下のとおりです。 

 

 

 

令和７年度 

・ランチルーム等施設改修設計の実施 

・「デリバリー方式」による調理委託業者の選定 

・「公会計化」に向けた検討及びシステム・関係機関等との調整 

・事業実施に向けた本方針に基づく学校現場との調整 等 

 

令和８年度 

【さつき学園・八雲中学校以外の中学校】 

・４月～８月改修工事の準備・施工 

・９月（２学期）～「全員喫食制」給食開

始 

 

 

【さつき学園】 

・４月～「全員喫

食制」給食開始 

 

【八雲中学校】 

・４月～３月統

合校舎新築工事

中のため、「選択

制」を継続 

 

令和９年度 

・「全員喫食制」給食の実施 

 

・「全員喫食制」

給食の実施 

 

【八雲学園】 

・４月～「全員

喫食制」給食開

始 
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【参考資料】 

１．検討過程 

（１）守口市立中学校等給食実施方針検討委員会 

①経緯 

 会期 議題 

第１回 令和６年 11月６日(水) 〇諮問について 

〇実施方針について 

 ・検討の進め方 

 ・守口市におけるこれまでの検討内容 

 ・守口市の中学校等給食の実施状況と課題 

〇生徒・保護者アンケートについて 

第２回 令和６年 12月11日(水) 〇アンケート結果について 

〇諮問についての審議 

 ・献立・食育の取組方針について 

 ・食物アレルギーへの対応の取組方針について 

 ・給食費の取組方針について 

第３回 令和７年１月８日(水) 〇諮問についての審議 

 ・提供方式について 

 ・守口市立中学校等給食実施方針[たたき台]について 

第４回 令和７年１月 22日(水) 〇答申案について 

・守口市立中学校等給食実施方針(案)について 

・答申について 
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②委員名簿 

区分 氏名 所属 

学識経験者 

(条例第 3 条第 2 項第 1

号の委員) 

坂本 暢章 

[委員長] 
関西外国語大学 英語キャリア学部 教授 

中村 清美 

[副委員長] 
千里金蘭大学 栄養学部 栄養学科 准教授 

市立学校に在籍する児

童又は生徒の保護者 

(条例第 3 条第 2 項第 2

号の委員) 

杉本 由美子 守口市立梶中学校 PTA 副会長 

大井 佳奈 守口市立樟風中学校 PTA 副会長 

市立学校の校長、副校長

又は教頭 

(条例第 3 条第 2 項第 3

号の委員) 

千石 仮名江 守口市立第一中学校 校長 

中司 正博 守口市立錦小学校 校長 

教育委員会が適当と認

める者 

(条例第 3 条第 2 項第 4

号の委員) 

藤田 恵美子 守口市立さつき学園 指導栄養教諭 

中西 美緒 守口市立藤田小学校 養護教諭 
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（２）生徒・保護者へのアンケート調査 

【概要】 

・調査目的・・・現在の中学校等給食の実態を把握し、今後の全員喫食実施に向けた参考資

料とする。 

・調査期間・・・令和６年 11月 15日(金)～11月 25日(月) 

・対象者・・・市立中学校及び義務教育学校後期課程の全生徒及びその保護者 

・調査方法・・・[生徒] 

各学校においてタブレット PCを用いて、インターネット上で回答 

     [保護者] 

各学校からの連絡ツールを用いて配布したアドレスから、スマホ等により

インターネット上で回答 

・回答数・・・[生徒] 1,353人 

（令和６年５月１日現在 生徒数 2,712人。回答率 49.9%） 

           [保護者] 919人 

  

①生徒へのアンケート調査結果 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

１．学年別の回答状況 

403 

(29.8%)

515 

(38.1%)

435 

(32.2%)

1年生(後期課程７年生）

2年生(後期課程８年生）

3年生(後期課程９年生）

２．現在、守口市で実施している選択制の給食を利用していますか。 

 

372 

(27.5%)

103

(7.6%)

69

(5.1%)

809

(59.8%)

毎日利用している

時々利用している

利用していたがやめた

一度も利用したことがない
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３．２で「毎日利用している」または「時々利用している」と回答した方におたずねしま

す。給食を利用する主な理由は何ですか。 ※３個まで回答可 

221

185

142

117

111

107

27

60

0 50 100 150 200 250

家の人から給食を食べるように言われているから

おいしいから

栄養バランスがよいから

色々な献立や食材が食べられるから

荷物が軽くなるから

周りの人も注文しているから

食材の品質管理がされていて、衛生的だから

その他

４．２で「利用していたがやめた」または「一度も利用したことがない」と回答した方

におたずねします。給食を利用しない主な理由は何ですか。 ※３個まで回答可 

646

451

151

131

98

93

92

55

23

17

26

0 100 200 300 400 500 600 700

家の人が弁当を作るから

家の弁当が好きだから

苦手なメニューがあるから

良い評判を聞かないから

周りの人が利用していないから

事前予約が面倒だから

おいしくないから

量が多い（少ない）から

食べる時間が短いから

アレルギーがあって食べられないから

その他
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②保護者へのアンケート調査結果 

  

５．現在、守口市で全員が食べる学校給食への移行を検討しています。全員が食べる学校給

食について、特に気になることは何ですか。 ※３個まで回答可 

747

564

343

310

255

233

203

191

114

92

92

84

18

0 200 400 600 800

おいしいか

友達と一緒に食べられるか

量が調節できるか

温かいものは温かく、冷たいものは冷たくして食べられるか

苦手な食材や献立が出ないか

昼休みの時間が確保されているか

食事の時間が確保されているか

特に不安はない

栄養バランスがとれているか

献立に変化があり、いろいろなものが食べられるか

安全な食材を使い、衛生面に配慮されているか

アレルギーに対応しているか

その他

１．学年別の回答状況 

346 

(37.6%)

329 

(35.8%)

208 

(22.6%)

36 

(3.9%)

1年生(後期課程７年生）

2年生(後期課程８年生）

3年生(後期課程９年生）

２人以上が通う世帯
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222 

(24.2%)

83

(9.0%)

52

(5.7%)

562

(61.2%) 毎日利用している

時々利用している

利用していたがやめた

一度も利用したことがない

230

177

161

66

43

33

7

14

0 50 100 150 200 250

家庭で弁当を用意する必要がないから

色々な献立や食材が食べられるから

栄養バランスがよいから

給食費が安いから

衛生面で食中毒の心配がないから

荷物が軽くなるから

特に理由はない

その他

２．現在、守口市で実施している選択制の給食を利用していますか。 

 

３．２で「毎日利用している」または「時々利用している」と回答した方におたずねしま

す。給食を利用する主な理由は何ですか。 ※３個まで回答可 
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559

352

325

257

196

183

118

104

83

60

46

17

0 100 200 300 400 500 600

おいしいか

安全な食材を使い、衛生面に配慮されているか

温かいものは温かく、冷たいものは冷たくして食べられるか

栄養バランスがとれているか

給食費が家計の負担にならないか

量が調節できるか

献立に変化があり、いろいろなものが食べられるか

特に不安はない

食事の時間が確保されているか

昼休みの時間が確保されているか

アレルギーに対応しているか

その他

432

278

96

83

61

52

45

17

13

87

0 100 200 300 400 500

子どもが希望しないから

事前予約が面倒だから

周囲からの評判を聞いて決めたから

家庭から手作り弁当を持たせたいから

給食費が高いから

苦手なメニューがあるから

食べる時間が短いから

アレルギーがあるため食べられないから

特に理由はない

その他

４．２で「利用していたがやめた」または「一度も利用したことがない」と回答した方

におたずねします。給食を利用しない主な理由は何ですか。 ※３個まで回答可 

５．現在、守口市では全員喫食制（有償）の学校給食への移行を検討しています。全員

喫食制の学校給食について、特に気になることは何ですか。 ※３個まで回答可 
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６．中学校給食を通して子ども達に学んでほしいことは何ですか。 ※３個まで回答可 

 

684

435

365

314

221

159

70

14

0 100 200 300 400 500 600 700 800

バランスよく栄養を摂取することの大切さ

共食による望ましい食習慣の習得や友人等との

コミュニケーション

食にかかわる人々と食物への感謝の心

旬の食材や調理方法

食材や栄養に関する知識

日本の食文化

食料の生産・流通・消費など給食ができるまでの流れ

その他
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２．関係条例 

（１）守口市立中学校等給食実施方針検討委員会条例 

（設置） 

第１条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第138条の４第３項の規定に基づき、守口市立中学校等給食実施

方針検討委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、教育委員会の諮問に応じ、市立中学校及び市立義務教育学校の後期課程の給食実施方針に

関する事項を調査審議し、答申する。 

（委員） 

第３条 委員会は、委員８人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、教育委員会が委嘱し、又は任命する。 

(１) 学識経験者 

(２) 市立学校に在籍する児童又は生徒の保護者 

(３)  市立学校の校長、副校長又は教頭 

 (４) 前３号に掲げる者のほか、教育委員会が適当と認める者 

３ 委員の任期は、１年以内で教育委員会が定める期間とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任

期間とする。 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に、委員長及び副委員長各１人を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が招集し、委員長がその議長となる。ただし、最初に行われる会議は、教育

委員会が招集する。 

２ 委員会は、委員の過半数の出席がなければ、会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

４ 委員会は、議事に関して必要があると認めるときは、会議に関係者の出席を求め、意見を述べさせること

ができる。 

（庶務） 

第６条 委員会の庶務は、学校給食主管課において処理する。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、教育委員会が別に定める。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （この条例の失効） 

２ この条例は、令和７年３月31日限り、その効力を失う。 


